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　2013 年 2 月下旬，発達障害関係の研修会に参加
した A 県内の高等学校に在籍する特別支援教育コー






を得た（回収率 92.2%; 公立［52 人 , 88.1%］, 私立［5
人 , 8.5%］，不明［2 人 , 3.4%］）。A 県には，91 校




～ 38 年（M=22.86, SD=8.76）にわたり，性別は男
性 28 人（47.5%），女性 31 人（52.5%）とほぼ同数
であった。なお，特別支援学校の勤務経験を有する
者は 5 人（8.6%）であった。
　勤務校の課程は，全日制が多数（49 人 , 83.1%）
を 占 め， 定 時 制（9 人 , 15.3%）， 通 信 制（1 人 , 
1.7%）がみられた。学科については，普通科（33 人 , 
55.9%），専門学科（17 人 , 28.8%），総合学科（5 人 , 
8.5%），普通科と総合学科の併設（4 人 , 6.8%）の
順であった。学校規模は，生徒数が 400 人未満（16
人 , 27.1%），400 ～ 799 人（23 人 , 39.0%），800 ～
1199 人（18 人 , 30.5%），1200 ～ 1600 人（2 人 , 3.4%）
と幅広く分布していた。
２）内容と分析手法
　調査にあたっては，Sharma ら (2012) による「イ
ンクルーシブ教育に対する教員効力感尺度」（Teacher 
Efﬁcacy for Inclusive Practices, TEIP) を 用 い た。
TEIP は，①インクルーシブ教育に対する指導法の
活用（Efﬁcacy to use inclusive instruction, EI, α = 
.93），②学級経営（Efﬁcacy of managing, EM, α = 
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表１．質問項⽬目と平均得点	 

































































































































                     表２．EIに関する回答の割合	 
    評定	 
設問	 













































                     表３．EMに関する回答の割合	 
評定	 
設問	 













































                     表４．ECに関する回答の割合	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                        表５．因⼦子ごとの得点	 










































に，Delkamiller, Swain, Leader-Janssen, Ritzman
（2013）が，ニカラグアの就学前教育，初等教育，中







る 619 人の教員養成系の学部学生（undergraduate 
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A Survey of Japanese High School Teachers' Self-Efﬁcacy about Inclusive Education
Munehisa YOSHITOSHI※ 1
Abstract:
The purpose of this study was to examine teachers' self-efﬁcacy for current teaching practices in Japanese 
high school as a necessary step in developing a inclusive education training program. Sixty-four teachers 
in one prefecture in western Japan completed the Teacher Efﬁcacy of Inclusive Practice (TEIP) survey to 
determine their conﬁdence in using inclusive practices, collaboration and managing behaviour. The results 
showed that many high school teachers had negative self-efﬁcacy toward inclusive practice.  It is possible 
or even probable that many students are placed with teachers who have little or no training in inclusive 
practices. Speciﬁc professional training for all high school teachers is important if they are to be prepared 
for teaching in inclusive classrooms. Implications for further improvement of the teacher education program 
toward implementation of inclusive education system in Japan have been brieﬂy discussed.
Keywords:  inculsive education, high school, special needs education, self-efﬁcacy, special needs education 
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ティア事業における様々な課題について，平成 25 年 4































































教育学研究科・当センターとは平成 12 年 9 月に「連
















院教育学研究科・当センターとは平成 21 年 3 月に「連
















という。）を本学教育学部本館 2 階 201 室に設置して










































































































































表 1 平成 24 年度スクールボランティア依頼ウェブサイト掲載件数 
種別  
依頼元 
幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 教育委員会*1 その他 総計 
岡山県 0  0 0 0 0  3 1  4 
 岡山市 0  5 2 0 1  8 0 16 
 倉敷市 0  0 0 0 0  1 0  1 
 総社市 0  0 0 0 0  5 0  5 
 赤磐市 0  1 0 0 0  3 0  4 
 和気町 0  0 1 0 0  0 0  1 
兵庫県 0  0 0 0 0  0 1  1 
民間 0  0 0 0 0  0 3  3 
岡山大学 2  5 2 0 1  0 0 10 











































































































ては，有意水準 p < 0.05 でχ二乗検定（クロス集計）
による検証をした。得られた回答のうち，活動経験





























ては，有意水準 p < 0.05 でχ二乗検定（クロス集計）
による検証をした。得られた回答のうち，活動経験















































































































































選択可）し未回答 5 名を除く 101 名の回答を見てみ
ると，理由として「交通費負担」69 名（68.3%），「移









































































































































































１そう思う ２少しそう思う ３どちらでもない ４あまり思わない ５まったく思わない 無回答




































































































成 25 年 5 月 22 日に初めて開催した倉敷市・総社市・
瀬戸内市・赤磐市の各学校支援（学習支援）ボラン
ティアの合同説明会では，ボランティア活動の説明







































































































































録者数と活動実人数の割合は平成 22 年度 49.3%，平







































An Approach and Issues on School-Volunteer at Okayama University
- A survey of students’ attitudes -
Daisuke SATOH*1  Fumio YAMANE*1  Eiji EGI*1  Kayoko SODA*1
　Students belonging to Okayama University can work for education as volunteers in local schools, because 
the Center for Teacher Education and Development at Okayama University, Okayama Pref. Board of 
Education, and Okayama City Board of Education provide a system for “School-Volunteer”.  School-
Volunteer Bureau is an organization to coordinate a student with a school and support the students.  This 
paper gives a review of “School-Volunteer,” and points three issues out: 1) a use of website for registration 
procedure and information transmission, 2) a school-volunteer matching of students to schools, 3) student 
supports.  Furthermore, a survey was conducted on their attitudes of students who attended the explanatory 
meeting about school-volunteer in spring, 2013.  As a result, while many students think positive to use the 
website, they also think necessary to provide a more effective school-volunteer matching and supports for 
each student.
Keywords: School-Volunteer, a survey of students’ attitudes, a use of website, a school-volunteer matching, 
student supports
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校教育の情報化に関する懇談会」を 2010 年 4 月から
開催し，同年 8 月に「教育の情報化ビジョン（骨子）」

























































































期限を同年 9 月 14 日として行なった。返送された質
問紙調査は，教員 421 件（返送率 8.4%），校長 112












ICT 利用時間，⑩職場以外での ICT 利用時間につい
て回答を求めた。























































年 8 月 20 日に各校宛に調査書類等を発送し，回答の
返送期限を同年 9 月 14 日として行なった。返送され
た質問紙調査は，教員 421 件（返送率 8.4%），校長




















標 準 偏 差 6.7
平 均 23.4
標 準 偏 差 12.3
平 均 56.2




標 準 偏 差 5.7
平 均 2.1
標 準 偏 差 1.2
平 均 19.1
標 準 偏 差 6.6
平 均 3.3
標 準 偏 差 1.7
平 均 0.9


















































位 3 項目に二重下線，下位 3 項目に下線を引いた。





















また，平均値の上位 3 項目に二重下線，下位 3 項目
に下線を引いた。
　平均値上位 3 項目は「5. 予算枠の拡大など行政機
関からの支援（3.48）」「6. 教職員の ICT を活用する
力量のレベルアップ（3.38）」「1. 教育委員会などの
関係機関との連携の強化（3.31）」であった。一方，










































また，平均値の上位 3 項目に二重下線，下位 3 項目
に下線を引いた。 













表 2 現任校および自身の現状認識 
選択肢








9 18.3 34.6 26.0 18.3 2.9 2.53 1.08
76.29.12.915.739.624.4101 1.01
11 11.5 30.8 23.1 29.8 4.8 2.86 1.12
61.47.238.456.99.10.121 0.75



































２ 学校全体として ICT の活用を進めていくための
改善の必要性に関する認識 

































絶対値が，全ての因子で .35 未満，複数の因子で .35
以上の項目は削除し，再度因子分析を行った。その結
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ICTの活用をよりよく進めるために充実した校内研修が行われている。 .34 .49 -.07











　因子間相関　Ⅰ - .55 .44
Ⅱ - .48























― 4 ― 





















































































































ICTの活用をよりよく進めるために充実した校内研修が行われている。 .34 .49 -.07
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った。その結果，3 項目が削除され，18 項目 3 因子
構造を得た（表 5）。第Ⅰ因子は，ICT を促進するた
めの体制づくりに関する項目で高い負荷量を示して
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表5 学校全体としてICTの活用を進める上での改善の必要性 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ　ICTを促進するための体制づくり（M=3.05，SD=.51，α=.84)
ICTに関する専門職としての役割が明確化された専任職員の配置 .91 -.10 -.13
ICTの利活用に関する校内研修の充実 .70 -.19 .17
ICTの専門家やボランティアの確保や派遣など，人的支援の充実 .66 .07 .04
ICTを用いた教育を行なうのに，よりふさわしいカリキュラムの開発 .62 -.17 .18
教育や学校により適した機器や装置，アプリケーションの開発 .61 .30 -.24
校務支援ソフトを充実し，普及させること .48 .08 .13
ICTの利活用に関する校外研修の充実 .45 -.02 .15
Ⅱ　ハードウエア・ソフトウェア・ネットワークの整備・充実及び
　　情報セキュリティ対策の確立（M=3.14，SD=.49，α=.83)
パソコンや電子黒板などの機器類（ハードウエア）の整備・充実 -.04 .76 .03
インターネットに接続できるネットワーク環境の整備・充実 -.18 .65 -.03




予算枠の拡大など行政機関からの支援 .05 .59 .10
情報活用に関わるモラル意識の向上 -.04 .49 .27





ICTを用いた教育に対する教職員の共通理解 .03 -.01 .81
管理職による指示や支援 .10 -.04 .62
教職員のICTを活用する力量のレベルアップ .02 .24 .60
因子間相関　Ⅰ - .55 .44
Ⅱ - .48






Me=3.0 第Ⅲ因子 Me=4. 0）で 2 つの群
（低群・高群）に分け，必要性の各下位尺度得点を













































































































 ここでは，教育の情報化を進めたり ICT を活用し
たりするなかで，当初予想していなかった成果・効
果に対する校長の認識について分析・考察する。記
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第Ⅱ因子 Me=3.00， e=4.0 ）
（低群・高群）に分け，必要性の各下位尺度得点を













































































































 こ では，教育の情報化を進めたり ICT を活用し
たりするなかで，当初予想していなかった成果・効
果に対する校長の認識について分析・考察する。記
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表 7 教育の情報化推進による成果・効果の認識 
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たりするなかで，当初予想していなかった課題・問
題に対する校長の認識について分析・考察する。記
述を意味内容で分類した結果は表 8 のとおりである。 
 




3 教職員の力量不足，教職員間の力量差（11 件） 
4 教育上の課題（9 件） 
5 危機管理（6件） 






































































































































































































































































ラリー・キューバン 2004 ( 小田勝己・小田玲子・白
鳥信義 訳 )『学校にコンピュータは必要か』ミネ
ルヴァ書房。（原著：Cuban, L. 2001. Oversold and 
Underused: Computers in the classroom, Harvard Univ. 
Press.）
福本昌之「学校組織における情報技術（IT）の影響」
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注 4　筆者らは 2011 年 10 月から 2012 年 1 月の間に
5 名の校長に対して約 1 ～ 2 時間の半構造化イン
タビューを実施した。この中学校校長に対しては，





注 5　当該校長に対しては，2011 年 10 月 26 日 10 時
より約 1 時間にわたって聞き取りを行った。
注 6　当該校長に対しては，2012 年 1 月 26 日 9 時
より約 1 時間にわたって聞き取りを行った。
A Research on School Principals’ Recognition of Current Situations and Issues in Regard to the Promotion of 
ICT Use at Schools   
Makiko KANAGAWA*1,  Masayuki FUKUMOTO *2,  Takashi YONEZAWA *3,　Hidehiro SUWA *2
 
(Abstracts) The purpose of this paper is to grasp the school principals’ recognition on the current situation 
and issues of ICT (information and communication technology) use in their schools through questionnaires, 
and to obtain the basic knowledge which can contribute to the promotion of effective ICT use in schools. 
To this end, we examined the following points in particular: 1) the principals’ recognition of the current 
situation of ICT use in their schools, 2) the principals’ recognition of the need for improvement in order 
to promote ICT use in their school as a whole, 3) differences in recognition of the need for improvement in 
relation to the difference of the current situation regarding ICT use, 4) initially unexpected advantages 
or merits which were found in the process of promoting ICT use in their schools, 5) initially unanticipated 
problems or disadvantages that were found in the process of promoting ICT use in their schools.
Keywords: promotion of ICT Use, school principals, school management
*1  Okayama University
*2  Kawasaki University of Medical Welfare
*3  Hiroshima University
【原　　著】
田中　賢二　田中　啓太
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 4号 別冊
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.4, March 2014
Physics Education in Upper Secondary General Education of the German-speaking Region


























































































































































































































































































































































































































































































圏において大学入学までの教育は 13 年間であった。 
 ドイツ語圏の後期中等普通教育段階は，通算呼称






a マトゥーラや Maturität マトゥリテートと呼ばれ
ている。 















 スイス・ベルン邦 リヒテンシュタイン オーストリア ドイツ・ザクセン邦 
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学習指導要領公示年 2005 2002 1998 2004 
 
表５ オーストリア・普通教育中等学校上級段階（４年間）の最後の 3年間，つまり，６－８学年（通算呼称 10
～12）における選択必修教科 Wahlpflichtgegenstände の単位（週授業時間数） 
 
 以下の選択必修教科から週授業時間数計，６（G ギムナジウムの場合）／８（RG 実科ギムナジウムの場合）／10（WG 経済実
科ギムナジウムの場合）が選択されねばならない。 
                                         学年と週授業時間数 
第１群－付加的な選択必修教科（必修教科でない場合でのみ選択可能） ６学年 ７ ８ 計
第２ないし３現代外国語（必修教科でない） 2 2 2 6 
図学Darstellende Geometrie - 2 2 4 
情報Informatik 2 2 2 6 
音楽Musikerziehung（必修教科として造形を選択している場合） - 2 2 4 
造形Bildnerische Erziehung（必修教科として音楽を選択している場合） - 2 2 4 
栄養・家事（実習）Ernährung und Haushalt（Praktikum）（WKの場合） (2) (2) (2) 2-4
第２群－必修教科の深化・発展用選択必修教科（該当学年で必修教科として選択している場合のみ） 
宗教Religion (2) (2) 2 2-4
国語Deutsch (2) (2) 2 2-4
第１ないし第２現代外国語1.oder 2,Lebende Fremdsprache (2) (2) 2 2-4
ラテン語Latein (2) (2) 2 2-4
ギリシャ語Griechisch（Gの場合） (2) (2) 2 2-4
歴史・社会，政治・法律Geschichte und Sozialkunde,Politische Bildung und Rechtskunde (2) (2) 2 2-4
地理・経済Geographie und Wirtschaftskunde (2) (2) 2 2-4
数学Mathematik (2) (2) 2 2-4
生物・環境Biologie und Umweltkunde (2) (2) 2 2-4
化学Chemie (2)／－（RGの場合） (2) 2 2-4
物理Physik (2) (2) 2 2-4
図学Darstellende Geometrie（RGの場合） - (2) 2 2-4
心理・哲学Psychologie und Philosophie（Gの場合） (2) (2) 2 2-4
心理・教育・哲学Psychologie Pädagogik und Philosophie （RG，WKの場合） - (2) 2 2-4
音楽Musikerziehung (2) (2) 2 2-4














































































学習指導要領公示年 2005 2002 1998 2004 
 
表５ オーストリア・普通教育中等学校上級段階（４年間）の最後の 3年間，つまり，６－８学年（通算呼称 10
～12）における選択必修教科 Wahlpflichtgegenstände の単位（週授業時間数） 
 
 以下の選択必修教科から週授業時間数計，６（G ギムナジウムの場合）／８（RG 実科ギムナジウムの場合）／10（WG 経済実
科ギムナジウムの場合）が選択されねばならない。 
                                         学年と週授業時間数 
第１群－付加的な選択必修教科（必修教科でない場合でのみ選択可能） ６学年 ７ ８ 計
第２ないし３現代外国語（必修教科でない） 2 2 2 6 
図学Darstellende Geometrie - 2 2 4 
情報Informatik 2 2 2 6 
音楽Musikerziehung（必修教科として造形を選択している場合） - 2 2 4 
造形Bildnerische Erziehung（必修教科として音楽を選択している場合） - 2 2 4 
栄養・家事（実習）Ernährung und Haushalt（Praktikum）（WKの場合） (2) (2) (2) 2-4
第２群－必修教科の深化・発展用選択必修教科（該当学年で必修教科として選択している場合のみ） 
宗教Religion (2) (2) 2 2-4
国語Deutsch (2) (2) 2 2-4
第１ないし第２現代外国語1.oder 2,Lebende Fremdsprache (2) (2) 2 2-4
ラテン語Latein (2) (2) 2 2-4
ギリシャ語Griechisch（Gの場合） (2) (2) 2 2-4
歴史・社会，政治・法律Geschichte und Sozialkunde,Politische Bildung und Rechtskunde (2) (2) 2 2-4
地理・経済Geographie und Wirtschaftskunde (2) (2) 2 2-4
数学Mathematik (2) (2) 2 2-4
生物・環境Biologie und Umweltkunde (2) (2) 2 2-4
化学Chemie (2)／－（RGの場合） (2) 2 2-4
物理Physik (2) (2) 2 2-4
図学Darstellende Geometrie（RGの場合） - (2) 2 2-4
心理・哲学Psychologie und Philosophie（Gの場合） (2) (2) 2 2-4
心理・教育・哲学Psychologie Pädagogik und Philosophie （RG，WKの場合） - (2) 2 2-4
音楽Musikerziehung (2) (2) 2 2-4



















































































































































合計履修単位幅 6～8.5＋α 6～9 7～14 0～10（*12） 



























スイス・ベルン邦 リヒテンシュタイン オーストリア ドイツ・ザクセン邦 
物理，基礎教科  
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取り組む際の方略の育成
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支部大会（平成 25年 11月 23日 (土 )，鳥取市・鳥取大学）
において，田中啓太・田中賢二が，口頭発表した内容を，
再編・加筆したものであり，加えて，本研究の一部は，























































































(4) 原子  




























(3) 原子と原子核  




















































( ｳ )  素 粒 子  
ウ 物 理 学 が 築 く 未 来  
( ｱ )  物 理 学 が 築 く 未 来  
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ート 2 では法的制度，パート 3 では教育制度，パー









































７ 少年裁判- 変化する犯罪者 
































Donna C.Lavdis，Candyce Norvell＆Karen Martin Tryda, 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































会『社会系教科教育学研究』第 12 号，2000 年．
（６）久保啓太郎「信念変容の授業構成原理‐L.E. メ
トカーフの社会科教育論の実現」全国社会科教












































(real self：実際の自分 )，（２）理想自己 (ideal 
self：そうありたいと思う自分 )，（３）当為自
















いう自分)の 3 つに分類される。 











































































































【添付資料】 レッスン 13，14『メディア』の指導案 （Donna C.Lavdis，Candyce Norvell＆Karen Martin 
Tryda, Isuues in Our Changing World, The Center for Learning, 1997.より筆者作成。） 
─ 45 ─
社会問題学習としての実践的態度形成　―アメリカ中等後期カリキュラムユニット『変化する世界の論争問題』を手がかりとして―
Title ：Improving the Teaching Strategy to Develop Student’s Practical Attitude by Learning Social Issues 
Curriculum
Subtitle ：Based on Analyzing the U.S High School Curriculum Unit “Issues in Our Changing World” 
Kazunari YOKOGAWA*1  Toshinori KUWABARA*1 
(Abstracts) This study is suggesting a strategy to develop student’s practical attitude by learning social 
issues curriculum through analyzing the U.S. high school curriculum unit “Issues in Our Changing World”. 
While, in Japan, there are many studies about an effective strategy of learning social issues, students that 
learn them in social studies class tends to make the particular social cognition and attitude by teacher. In 
order to solve this problem, this study suggest the new teaching strategy aiming that students are able to 
design of the way of life by oneself.
Keywords: the social studies education, social problems, practical attitude, the perspectives of society



























































集め，運んでおく。一つは USA Todayや The Wall Street 
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いる。大単元は 6 つで構成されており，大単元 1 で生
徒はまず，分析する指標となる5つの概念の学習を行っ
た後，まずは原始的な政治制度であるシャイアン族の
分析を行う。大単元 2 から 6 で，アメリカとソヴィエ
トの政治制度について，学習した 5 つの概念を用いて
分析するようになっている。大単元 1 の中の中単元 1
と 2 は 5 つの概念の獲得とそれに基づいて原始的な政
治制度の分析を行うという構成となっている。そして，






















































ると言えよう。中単元 3 から 10 までは，各概念に基
づいてアメリカとソヴィエトの政治制度を分析して














表 1 第 9 学年「比較政治システム」の全体構成 
大単元 1  比較政治システムへの序論 
 中単元 1  ストアペンバーグ・キャンプの政治制度
 論点を述べる 
1  政治的な意思決定者たちと統治機構 
2  意思決定 
3  政治文化と市民性 
4  概念の使用による政治制度の分析：要約
エッセイ 




6  意思決定：シャイアン族 
7  政治文化と市民性：シャイアン族 
8  原始的そして伝統的な政治制度：要約エ
ッセイ 
大単元 2  政治文化 
 中単元 3  アメリカにおける政治文化 
 論点を述べる 










大単元 3  政治的な統治機構 












大単元 4  政治的な意思決定者たち 

























39 ある党の性格：官僚（第 1 部） 
40 ある党の性格：官僚（第 2 部） 
大単元 5  政治的な意思決定 


















大単元 6  市民性 















(Holt Social Studies Curriculum, COMPARATIVE 
POLITICAL SYSTEM An Inquiry Approach, Holt, 




































































































































































































































































議論 16    市民の自由に関する議論 
評価 




※ 表中の数字は小単元の番号を表わしている。学習内容における（）には取り扱われる事象，人物を明記している。（Holt Social 
Studies Curriculum, COMPARATIVE POLITICAL SYSTEM An Inquiry Approach, Holt, Rinehart and Winston, Icn., 1973.
及び Holt Social Studies Curriculum, Teacher’s Guide for COMPARATIVE POLITICAL SYSTEM An Inquiry Approach, 























察が行われ大単元 4 は終結する。 













































表 3 小単元 9「ソヴィエトの政治文化」の学習過程 
過程 教師による指示・発問 学習過程 予想される生徒の反応・獲得させたい知識 
 


































































































（Holt Social Studies Curriculum, Teacher’s Guide for COMPARATIVE POLITICAL SYSTEMS An Inquiry Approach, Holt, 





























































































































































































７）Fenton, E, Teaching THE NEW SOCIAL 
STUDIES in Secondary Schools AN INDUCTIVE 




10）Holt Social Studies Curriculum, Teacher’s
Guide for COMPARATIVE POLITICAL 
SYSTEMS An Inquiry Approach, Holt, 
Rinehart and Winston, Inc., 1973, pp.xi-xv.
11）ibid., p.xi.
12）Holt Social Studies Curriculum, 
COMPARATIVE POLITICAL SYSTEM 
An Inquiry Approach, Holt, Rinehart and 
Winston, Icn., 1973, pp.1-2.
13）ibid.,p.xiv. 
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生 46 人とその保護者を対象に，2 年間継続して行った。年間 4 回行う“サクセスフル・セルフ”の授業の 2 回
目と 4 回目の終了後に，授業で取り組んだ内容に沿って親子コミュニケーションを図ることをねらいとした課題
を，1 週間毎日，親子で行ってもらった。取り組みに対する親子其々の自己評価と感想を分析した結果，全ての



















状態にあった。最も少ない小学 1 年生でも 4.3％に見
られ，学年が上がるにつれて増加し，小学 6 年生で
は 14.2％であった（傳田・加古・佐々木・伊藤・北
川・小山 , 2004）。また，近年小学生 4403 人を対象
に DSRS-C を行った別の調査では，16.5％が抑うつ
状態にあった。このうち 1 学期間で 10 日間以上の欠
席者（2・3 年生 0.9％；4~ 6 年生 1.0%）では，低









































Contreras-Grau, Kerns, & Weimer, 2005；Kliewer, 
Fearnow, & Miller,  1996；Valiente, Fabes, 














　中国地方 A 市の公立小学校１年生 2 学級 46 人（男
子 22 人，女子 24 人）とその保護者 46 人。
２　方法
　2 年間の取り組みであり，1 年生時は 2012 年 2 月～
3 月，2 年生時は 2013 年 6 月～ 7 月に行われた。親子
で行うホームワークは， 1 年生時，2 年生時のいずれも
〝サクセスフル・セルフ〞の 4 つの授業の 2 回目終了
後と 4 回目終了後の 2 回（1 週間毎日）行われた。ホー
ムワークの課題は，親子間コミュニケーションを図る
ことを目的に，〝サクセスフル・セルフ〞での学習を
踏まえて作成された（資料 1，資料 2，資料 3）。尚，
授業内容を考慮して，2 年生時 2 回目のホームワーク
の内容は，1 年生時 2 回目の内容と同じにした。
　ホームワークシートは，負担感を軽減することを

















レッスン1 レッスン2 レッスン3 レッスン4
1年生
テーマ 自分について知ろう 仲間について知ろう 気持ちを考えよう 問題解決しよう










テーマ 自分らしく生きよう 友達関係について考えよう 気持ちを考えよう 問題解決しよう






































　1 年生時 1 回目，2 回目，2 年生時 1 回目，2 回目
の自己評価得点の平均は，児童では 1.19 ～ 1.63，保




児童 保護者 児童 保護者
1年生時
1回目 保護者に語る 子供の語りを聴く 1.63 1.56
2 回目
自分の気持ちを伝える 自分の気持ちを伝える 1.28 1.26
保護者の気持ちを考える 子供の気持ちを考える 1.19 1.15
ゆずりあう ゆずりあう 1.21 1.19
2 年生時
1回目 家族が仲よくするための行動をする 家族が仲よくするための行動をする 1.63 1.56
2 回目
自分の気持ちを伝える 自分の気持ちを伝える 1.28 1.26
保護者の気持ちを考える 子供の気持ちを考える 1.19 1.15









ゴリが生成された（表 3，表 4，表 5，表 6）。
　さらに，1 年生時の感想からは，実践が充分にでき
なかったことを残念に思う「未達成感」のカテゴリが，
共通して生成された（表 3，表 4）。2 年生時の感想か
らは，実践した努力や気持ちを振り返る「自己洞察」
のカテゴリが，共通して生成された（表 5，6）。
　同じ内容のホームワークを行った 1 年生時と 2 年
生時の 2 回目においては，「3 つのワザの活用」のカ
テゴリが，共通して生成された（表 4，表 6）。
表3　1年生1回目のホームワークにおける児童の感想の内容分析（N=43）



























































































のカテゴリが共通して生成された（表 7，表 8，表 9，
表 10）。
　さらに 1 年生時の感想からは，「気持ちの変化」の
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き り と り せ ん
1 年生担任
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おうちの人が記入してください
家族がなかよくするために，家族みんなでこころがける行動目標
き り と り せ ん
2 年生担任
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10 ～ 20 年の中堅保育士，経験 20 年以上の熟練保育
士を対象にする。















































































































































































背景：４歳児学級の D 児 ( ４歳 11 か月男児 ) と E
児 ( ４歳５か月男児 ) が，砂場で遊んでいる時に喧






２人が喧嘩になってしまって，D ちゃんが E ちゃ
んの顔をたたいてしまったんです。すみませんで
した⑨」と言った。D 児の母親は，その場で D 児
を厳しく叱責した⑩。E 児の母親は，「わかりまし
た。大丈夫です」と答えた。
背景：２歳児学級の F 児 ( ２歳８か月男児 ) と G
児 ( ２歳 11 か月女児 ) がブロックの取り合いをし，






て，F ちゃんが G ちゃんの腕を噛んでしまった⑫
んです。まだ，なかなか言葉で自分の思いを伝え
られない年齢だから，保育士の配慮が必要だった































































































Guardian Support by the Nursery Teachers for Promoting Construction of Conﬁdential Relation
Ayako NAKAHIRA *1　Noriko BABA *2　Toshiyuki TAKAHASHI *1
　In recent years, family style has been diversiﬁed due to an increase in single parent and nuclear families. 
The diversiﬁed support for guardian has been a issue at day care centers. Many of nursery teachers probably 
have found it difﬁcult to be good at their communication skills to guardian, although its degree of awareness 
may vary individually. In this thesis, transformation of family style will be looked into and interaction 
and relationship with gardians at nursery site are studied. In addition, communication competency for 
nursery teachers is examined by length of experiences and the studies conclude a signiﬁcance of reinforcing 
communication competency．
Key Words：communication competency，nursery teachers，guardian support ，mutual trust relationship
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The Study of the Strategy for Building Children’ s Engagement for Learning in a Social Studies Class




















































































































































































































































































































 表 1 のように，安井は教科書の単元から子どもに
学ばせたい内容を選定し，テーマを設定している。

































































第 5 時まで合計 5 時間の構成となっている 14）。
　第 1 時では，当時の社会状況について探究させて
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 子どもの意欲を誘発させたい指示・発問  










































































































　考察の結果，第 1 時，第 2 時で社会に目を向けさせ，
民衆の立場に立たせることで社会を知りたいという










る。つまり，第 1 時から第 4 時は，社会の改善に貢
献するための力を育成する基礎的な段階であり，第 5



































































































考察の結果，第 1 時，第 2 時で社会に目を向けさ
せ，民衆の立場に立たせることで社会を知りたいと
いうレベル 1 の意欲を向上させており，第 3 時，第
4 時で社会に疑問を生じさせることで，レベル 2 の
意欲を向上させている。第 5 時で，子どもに自分の
意見を社会に向けて発信することを求めることで，




















































































― 9 ― 
てているのである。つまり，第 1 時から第 4 時は，
社会の改善に貢献するための力を育成する基礎的な





とができるのである。以下に示す図 1 が，レベル 1
からレベル 3 までの意欲の関連を構造的に示したも
のである。レベル 1，レベル 2 の意欲は直接的な関
係性があり，互いに関連しながら向上している。そ
の際に，教師からの働きかけによって，意欲が効果




















































































Title　The Study of the Strategy for Building Children’s Engagement for Learning in a Social Studies 
Class
Subtitle　Based on the Analysis of the Social Studies Lesson in a Junior High School
Author 　Junki KOYAMA*1　　Co-Author 　Toshinori KUWABARA*1  
(Abstracts)　This paper is to clarify the positioning of children’s engagement in the scholastic ability and 
the strategy for building it for learning in a social studies class. The method of the analysis adopted an 
inductive method not a deductive thing to set an analysis frame based on the speciﬁc class theory that had 
been used in a conventional social studies education study well. It picks up class practice considered to aim at 
upbringing of the engagement and analyzes it along the intention of the person of class as much as possible 
and clariﬁes a principle and the method of engagement upbringing to be seen there. In this study, I take up 
the class practice that aimed at the improvement of the engagement that contributed to social improvement 
from many class practices aiming at improvement of the engagement. As a speciﬁc example I took up a unit 
"the after Second World War watched by the nation" that practiced by Toshio Kobori who belong to a history 
school teacher meeting, analyzed and evaluated it. As a result of analysis, Kobori’s practice was to perform 
the history education from the situation of the people, and it was revealed that I improved engagement to 
want to contribute to social improvement.
Keywords:  , Social studies education , Engagement,  Social studies class practice,  History school teacher 
meeting
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　ここで，1 年次の 2 つのプログラムの内容について
記述しておく。まず，全学教職オリエンテーションは，




の 2 つのことを行う。平成 24 年度の全学教職オリエ
ンテーションの内容を示したものが表 1 である。なお，
当初は文系・理系学生それぞれ，2 コマ連続で実施し

































本学教職課程の DP である 4 つの力（学習指導力・生
徒指導力・コーディネート力・マネジメント力）に対




































































教 育 実 習 基 礎 研 究
（３年次後期〜４年次前期）
教 職 実 践 演 習
（４年次後期）
教 育 実 習（４年次前期）
































































































教 育 実 習 基 礎 研 究
（３年次後期〜４年次前期）
教 職 実 践 演 習
（４年次後期）
教 育 実 習（４年次前期）













































































別の参加人数としては，文学部 58 名，法学部 6 名，




　調査は平成 24 年 5 月にそれぞれ文系及び理系の学
生を対象に行われた全学教職オリエンテーションの











































































経済学部 13 名，理学部 63 名，工学部 17 名，環境理
工学部 26 名，農学部 16 名，マッチングプログラム
































目を用いた。そして，本研究では，15 項目が 4 つの
力のどの力に位置づくのかを以下のように想定した。
なわち，「学習指導力」に関する項目として，「子




























免許取得希望度」（ｔ（205）＝ 3.89，p ＜ .01），「教
員採用試験受験意志」（ｔ（205）＝ 3.10，p ＜ .01），「教
























































＝ 5.22，p ＜ .01），「高い教育実践力が必要な職業だと
思う」（ｔ（205）＝ 2.89，p ＜ .01），「教科に関する専
門的な知識が必要な職業だと思う」（ｔ（205）＝ 3.78，
p ＜ .01），「豊かなコミュニケーション能力が必要な職







































































平均 SD 平均 SD
教員免許取得希望度 4.67 0.56 4.48 0.67 3.89 **
教員採用試験受験意志 3.73 1.06 3.57 1.06 3.10 **
教職志望度 3.50 1.08 3.60 0.95 1.84 †
教職への魅力感 4.03 0.89 4.09 0.86 1.07






業だと思う」（ｔ（205）＝ 3.62，p ＜ .01），「教職は社
会的に尊敬される職業だと思う」（ｔ（205）＝ 3.17，p
＜ .01），「教職は優れた人格を必要とする職業だと思う」
（ｔ（205）＝ 2.23，p ＜ .05），「経済的に安定した職業
だと思う」（ｔ（205）＝ 1.73，p ＜ .10），「教職は人に
尽くすことで喜びを味わえる職業だと思う」（ｔ（205）



















































こと），の 4 つがあるという。本学の 1 年次プログ





























































平均 SD 平均 SD
教育に関わる専門的な知識や哲学が必要だと思う 3.83 0.87 4.19 0.81 5.22 **
高い教育実践力が必要な職業だと思う 4.40 0.65 4.58 0.71 2.89 **
教科に関する専門的な知識が必要な職業だと思う 4.44 0.63 4.66 0.63 3.78 **
豊かなコミュニケーション能力が必要な職業だと思う 4.60 0.61 4.78 0.57 3.62 **
教職は社会的に尊敬される職業だと思う 3.20 0.90 3.40 0.92 3.17 **
教職は優れた人格を必要とする職業だと思う 3.93 0.96 4.07 0.88 2.23 *
教職は高い倫理を必要とする職業だと思う 3.82 0.88 3.91 0.91 1.54
経済的に安定した職業だと思う 3.40 0.93 3.28 0.92 1.73 †
教師もサラリーマンと同じ労働者だと思う 3.28 1.15 3.28 1.17 0.07
教職は人に尽くすことで喜びを味わえる職業だと思う 3.61 1.06 3.88 0.98 3.53 **
教師は勤務時間外も生徒や学校のことを考えている必要があると思う 3.48 1.11 3.47 1.06 0.15
プライベートでも教師には「教師らしさ」が求められると思う 3.00 1.06 3.09 1.15 1.01






















（ｔ（205）＝ 2.55，p ＜ .05）「将来の職につながる
資格や免許が取得できると思う」（ｔ（205）＝ 2.08，
p ＜ .05），「短大か専門学校に進んでいれば良かった









































平均 SD 平均 SD
（学） 子どもに分かりやすい授業を行うこと 3.29 0.95 3.16 0.95 2.28 *
（学） 子どもを惹きつける授業を行うこと 3.04 0.96 3.06 0.95 0.26
（学） 子どもが興味を持てる教材を作ること 3.07 0.88 3.14 0.91 1.08
（学） 自らの授業実践を反省し高めること 3.72 0.75 3.81 0.78 1.51
（学） 子どもにきちんとした基礎学力をつけること 3.50 0.79 3.50 0.88 0.07
（生） 子どもの自主性を引き出すこと 3.04 0.83 3.19 0.93 2.17 *
（生） 子どもに校則をきちんと守らせること 3.08 0.86 3.07 0.88 0.20
（生） 子どもの気持ちを分かってあげられること 3.50 0.85 3.58 0.88 1.12
（生） いじめや不登校の問題にきちんと対応すること 3.30 0.98 3.37 1.03 0.89
（生） 一人一人の子どもときちんと向き合うこと 3.69 0.87 3.75 0.96 0.89
（コ） 地域社会に教師として貢献すること 3.22 0.85 3.17 0.95 0.79
（コ） 年輩の教師と良好な関係を築くこと 3.64 0.95 3.66 1.02 0.29
（コ） 同僚と良好な関係を築くこと 3.81 0.81 3.84 0.86 0.51
（コ） 保護者と良好な関係を築くこと 3.06 0.91 3.19 0.91 1.87 †





平均 SD 平均 SD
専門的な知識や技術が身についてきていると思う 2.76 0.96 2.92 1.01 2.29 *
幅広い教養が身についてきていると思う 2.89 0.92 3.06 0.95 2.55 *
将来の職につながる資格や免許が取得できると思う 3.33 0.86 3.47 0.91 2.08 *
普段から時間を有効に使えていると思う 2.66 0.87 2.72 1.04 0.96
明確な目標をもってこの大学に進学した 3.45 1.17 3.49 1.14 0.59
安定した職業に就くためには学歴が必要だと思う 3.74 0.97 3.64 0.95 1.31
四年制大学卒業であれば就職に有利だと思う 3.07 1.00 3.03 1.06 0.45
四年制大学を出れば就職に有利だとは限らない 3.70 0.99 3.72 1.04 0.21
就職の際，大学の名前は関係ないと思う 2.69 1.11 2.80 1.15 1.34
経済的に早く保護者から自立したいと思う 3.89 0.88 3.85 0.98 0.61
できることなら学生のままでいたいと思う 3.05 1.14 3.15 1.19 1.26
進学せずに就職しておけば良かったと思う 1.50 0.81 1.61 0.95 1.57
他人に流されるままに大学生になった気がする 1.83 1.07 1.89 1.14 0.76
短大か専門学校に進んでいれば良かったと思う 1.33 0.63 1.43 0.78 1.72 †
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　アンケート結果分析では学生の ST に対する認識として 5 つの因子を抽出し，更にその中から，学生の英語力
実感に影響を与える２要因を特定した。５人の ST へのインタビューからは，レッスンを教え始めた動機や実際
















語のレッスンであり，平成 25 年度前期には 185 名の
















人までで週 1 ～ 2 回。TOEFL 対策はレベルや人数，
受講レッスン数の制限はなく，学生の都合とやる気
に任せて登録する形式になっているが，平成 25 年度
前期は 4 コマ開講された。全てのレッスンは，1 コマ































































































































































目 5-8）「ST から受ける意欲」（項目 9-12）および「ST 
への憧れ」の（項目 13-16）４要因を念頭に構築された。
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（項目 5-8）「ST から受ける意欲 （ -12）およ
び「ST への憧れ」の（項目 13-16）４要因を念頭に
構築された。 





 最小値 最大値 平均値 標準偏差
1 ST の説明は正確で適切だ
3.00 6.00 5.3 .68
2 ST だから英語力が十分ではないと感じるときがあ
る 1.00 6.00 5.6 .76
3 ST の説明が間違っていると思うときがある 
3.00 6.00 5.6 .60
4 ST の英語はとても信頼できる  
3.00 6.00 5.4 .74
5 ST はいつも親身になって教えてくれる 
3.00 6.00 5.7 .62
6 ST の教え方にムラがあると思うときがある  
3.00 6.00 5.5 .82
7 ST はいつも一生懸命教えてくれる
3.00 6.00 5.7 .63
8 ST の教え方は手を抜いていると思うときがある 
2.00 6.00 5.6 .78
9 学生なのにST になれるなんて，すごいと思う 
3.00 6.00 5.6 .69
10自分も将来 ST と同じくらい英語が出来るように
なりたい  3.00 6.00 5.6 .64
11 ST は英語が出来る特別な学生なので，遠い存在
だ 2.00 6.00 4.7 1.00
12 ST は自分とは違い，英語力に恵まれていると思
う* 1.00 6.00 4.1 1.51
13 ST の期待に応えられないと悲しくなる 
1.00 6.00 4.3 1.28
14 ST は本当の先生ではないので英語が伸びなくて
もST 気にしない 1.00 6.00 4.9 1.20
15 ST の励ましに応えられるよう，英語をがんばり
たい 1.00 6.00 5.3 .92
16 ST と一緒に英語を伸ばしていきたい気持ちにな







































































1 2 3 4 5 
VAR04 .797 .033 .045 -.047 -.016
VAR01 .755 -.136 .026 .121 .188
VAR03 .750 -.066 -.027 -.083 .048
VAR08 .497 .414 -.074 .049 -.179
VAR14 .345 -.006 .193 -.268 -.223
VAR02 .300 .098 -.033 .003 .173
VAR07 -.192 1.046 .038 -.150 .037
VAR05 -.012 .705 .222 .049 .046
VAR06 .252 .665 -.114 .165 -.007
VAR15 -.096 .077 .868 .092 .042
VAR16 .154 .027 .703 .068 .101
VAR13 -.010 .028 -.230 .625 .023
VAR11 -.035 -.069 .254 .608 -.126
VAR12 -.009 .009 .136 .437 -.094
VAR09 .100 .164 -.023 -.102 .626
VAR10 .065 -.123 .184 -.085 .485
因子抽出法: 最尤法  
回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法 





















































説明変数       
因子 I ST を教員として認識 .259 .070 .308* 
因子Ⅲ ST から受ける意欲 .190 .088 .223* 
因子Ⅳ ST と自分との比較 -.017 .090 -.017 
因子Ⅴ ST への憧れ .030 .099 .029 
因子Ⅱ ST の教える態度への認識 .018 .909 .022 
Ｒ２ = .224*** 
基準変数：英語力向上実感 
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第３因子は，15 及び 16 の 2 変数からなり，負荷
量平方和は 1.136 である。 





負荷量平方和は 1.259 となる。 
13，ST の期待に応えられないと悲しくなる 























説明変数       
因子 I ST を教員として認識 .259 .070 .308* 
因子Ⅲ ST から受ける意欲 .190 .088 .223* 
因子Ⅳ ST と自分との比較 -.017 .090 -.017 
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Ｒ２ = .224*** 
基準変数：英語力向上実感 



























へのインタビューを行った。時間は 40 分～ 60 分程
度で，大きく分けて，レッスンを教えたいと思った
動機と ST として同じ大学生を教えてみた感想につい












































































表４ ST の特性 
 名前（仮） 性別 学部・学年 担当レッスン・卒
業後の進路など 
１  Shin  M 経済・4 年 TOEFL・就職 
２ Joe M 工・修士１年 TOEFL・進学 
３ Kay M 教育・4 年 会話・教員 
４ Yasu F 教育・3 年 会話・教員 








































































　“I don’t have boundaries, like they don’t call me 
〝Tasha-sensei“  “(students) have more emotional 
























“Although it’s not really academic things or we 
cannot really assess their score or anything， in 
terms of motivation， I think (L-café lesson) is a 



























２． 教える側の ST にとっては，" 後輩を教え
たい”という思いがモチベーションとなり，
学生と真剣に向き合う姿勢が感じられると



























に学びあうスペースを指す。（Murray & Fujishima 
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Title: Examining the Student Teacher System at the Social Learning Space, the L-café
Subtitle: Students’ Perceptions of Students Teachers and ST Experience of Peer Teaching 
Author: Mariko UZUKA*1, Junko OTOSHI *1　
(Abstracts) 
　In May 2013 the Social Learning Space, the L-café opened at Okayama university and it has offered 
English conversation and TOEFL preparation classes to students by adopting the student teacher (ST) 
system. Under this system all classes are taught by international or Japanese student who have studied 
abroad. 
　In this essay, we try to examine this unique and rather new teaching system at university by analyzing 
both quantitative and qualitative data; a survey of students’ perceptions about ST and interviews with 
ST about peer teaching. We abstracted ﬁve factors in students’ perceptions about ST from the survey and 
conducted additional analysis on how they related to students’ perceptions of their language improvement. 
In addition to this, we conducted interviews with five ST and further examined on the student teacher 
system from both the teacher and student perspectives.
Keywords: Social Learning Space, Language Café, Student Teacher , Peer Teaching, 
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 表１ 講座の基本的な運営スケジュール 
 
◦ 開会（挨拶，講師紹介）      １０分 
◦ 大学教員によるテーマ内容の 
      意義についての講話  １５分 
◦ 講師による基調提案        ４０分 
        休憩（５分） 
◦ グループ討議           ２０分 
◦ 討議内容の発表・共有       １５分 
◦ 講師と教育相談室担当によるまとめ ２５分 
































































 表１ 講座の基本的な運営スケジュール 
 
◦ 開会（挨拶，講師紹介）      １０分 
◦ 大学教員によるテーマ内容の 
      意義についての講話  １５分 
◦ 講師による基調提案        ４０分 
        休憩（５分） 
◦ グループ討議           ２０分 
◦ 討議内容の発表・共有       １５分 
◦ 講師と教育相談室担当によるまとめ ２５分 















































 師   講 マ   ー   テ 回 日  施  実
 会員委育教市敷倉 るえ考を」罰体「 回1第 日22 月5 年3102
2013 年 6 月 26 日 第 2 回 「いじめ・不登校」を考える 「原因や背景」 岡山市立中学校教諭 
2013 年  7 月 10 日 第 3 回 「いじめ・不登校」を考える 「対応と未然防止」 岡山市立中学校教諭 
2013 年  8 月  6 日 第 4 回 「保護者のクレーム」を考える 岡山市教育委員会 
2013 年 12 月  4 日 第 5 回 「子どもにとって魅力のある学級」をどう創るか 赤磐市立小学校指導教諭 
2013 年 12 月 11 日 第 6 回 「子どもにとって魅力のある授業」をどう創るか 岡山大学教育学部附属小学校教諭 
2014 年 1 月 15 日 第 7 回 「子どもの問題行動」にどう対応したらよいのか 岡山市教育委員会 
 師   講 マ   ー   テ 回 日  施  実
2012 年 5 月 30 日 第 1 回 「子どもの特性を理解した生徒指導」 岡山市立中学校教頭 
2012 年 6 月 13 日 第 2 回 「NIE の取り組み」 岡山市立小学校教諭 
 諭教校学小立市山岡 」動活語国外「 回3第 日13 月01 年2102
 諭教校学中立市山岡 」りくづ級学「 回4第 日82 月11 年2102
 長校学小立市山岡 」きらび級学「 回5第 日61 月1 年3102
 師   講 マ   ー   テ 回 日  施  実
 長校学中立市山岡 」るえ変を校学で業授「 回1第 日81 月5 年1102
 諭教校学中立市山岡 」道武と化文統伝「 回2第 日92 月6 年1102
 諭教校学等高立県山岡 」育教アリャキ「 回3第 日31 月7 年1102
2011 年 10 月  5 日 第 4 回 「国語教育における協同学習」 岡山市立中学校教諭 
 長校学小立市山岡 」携連のと域地・者護保「 回5第 日2 月11 年1102
 長校学中立市山岡 」うよけつを力師教「 回6第 日81 月1  年2102
 師   講 マ   ー   テ 回 日  施  実
 長校学小立市山岡 」進推育食るけおに校学「 回1第 日91 月5 年0102
 長校学小立市山岡 」成育の力う合え伝「 回2第 日61 月6 年0102
 長校学中立市山岡 」育教報情「 回3第 日82 月7 年0102
 諭教校学中立市山岡 」育教語国外「 回4第 日72 月01 年0102
 長校学小立市山岡 」実充の育教数理「 回5第 日1 月21 年0102
2011 年 1 月 12 日 第 6 回 「生徒指導」 教師教育開発センター准教授 
 師   講 マ   ー   テ 回 日  施  実
2009 年 5 月 27 日 第 1 回 「子どもたちの生活とケータイの問題」 岡山市立中学校長 
2009 年 6 月 24 日 第 2 回 「発達障害など課題を抱えた子どもとどうかかわるか」 岡山市立小学校長 
2009 年 7 月 8 日 第 3 回 「「いじめ・不登校の問題をどう考えるか」 岡山市立中学校長 
2009 年 10 月 14 日 第 4 回 「学校における「評価」について」 岡山市立中学校長 
 長校学小立市山岡 」ていつに育教徳道「 回5第 日52 月11 年9002
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2013 2012 2011 2010 2009
合計 合計 合計 合計 合計
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
119 55 68 72 30 48 392 118 179 282 274
①基調提案 平均 4.95 4.87 4.79 4.90 4.93 4.92 4.89 4.77 4.95 4.85 4.86
SD 0.26 0.34 0.62 0.30 0.25 0.28 0.37 0.54 0.21 0.42 0.41
②話し合い 平均 4.53 4.40 4.49 4.54 4.47 4.30 4.47 4.25 4.40 4.47 4.46
SD 0.67 0.53 0.70 0.55 0.50 0.77 0.64 0.39 0.65 0.67 0.57
③発言 平均 4.03 4.17 4.18 4.07 4.10 4.11 4.10 3.94 3.92 4.11 4.01
SD 0.80 0.54 0.84 0.70 0.75 0.83 0.76 0.64 0.78 0.74 0.78
④長さ　 平均 4.33 4.43 4.45 4.46 4.13 4.09 4.34 4.25 4.07 4.30 4.16
SD 0.84 0.92 0.98 0.82 1.18 0.96 0.93 1.11 1.10 0.88 0.88
⑤まとめ 平均 4.92 4.90 4.84 4.86 4.93 4.87 4.89 4.92 4.91 4.89 4.80
SD 0.36 0.29 0.36 0.39 0.36 0.33 0.36 0.08 0.35 0.35 0.51
⑥考えたこと 平均 4.94 4.96 4.94 4.97 4.97 4.98 4.96 4.92 4.97 4.93 4.95
SD 0.24 0.19 0.24 0.17 0.18 0.14 0.21 0.08 0.17 0.25 0.21
⑦次回講座　 平均 4.80 4.83 4.78 4.54 4.87 4.67 4.74 4.68 4.84 4.89 4.83




































































































































































































































































































































































































（１） 18 5 3 0 0 2 0 13 0 0 0 0 1 0 0 14 42
（２） 8 6 5 0 0 4 0 6 0 0 0 0 0 0 0 6 29
（３） 12 10 7 0 0 3 0 7 1 0 0 0 0 0 0 8 40
（４） 16 4 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 1 0 0 5 25
（５） 7 1 4 2 0 0 0 1 0 0 0 0 3 0 0 4 18
（６） 12 4 3 0 2 0 0 2 0 0 0 0 2 0 0 4 25
合計 73 30 22 2 2 9 0 33 1 0 0 0 7 0 0 41 179


















（１） 44 11 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 2 0 0 4 60
（２） 51 1 2 0 0 3 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 58
（３） 25 2 0 0 0 3 0 2 0 0 1 0 2 0 0 5 35
（４） 19 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 3 0 0 4 24
（５） 17 3 0 0 0 0 0 8 0 3 0 0 0 0 0 11 31
（６） 42 11 3 0 16 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 74
合計 198 28 5 0 16 8 0 13 0 3 2 1 8 0 0 27 282


















（１） 16 5 7 0 0 7 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 36
（２） 48 3 8 0 4 3 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 68
（３） 47 15 6 0 3 3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 2 76
（４） 14 7 3 0 6 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34
（５） 8 13 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23
（６） 22 6 3 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 37
合計 155 49 28 0 19 14 5 2 2 0 0 0 0 0 0 4 274




















（１） 50 27 8 0 16 10 0 3 0 0 1 3 1 0 0 8 119
（２） 30 10 2 1 2 3 0 3 0 0 0 3 1 0 0 7 55
（３） 25 15 2 0 14 4 1 1 0 0 0 4 1 1 0 7 68
（４） 29 12 8 0 13 4 0 1 1 0 0 1 2 0 1 6 72
（５） 20 3 1 0 1 2 0 0 1 0 0 1 0 0 1 3 30
（６） 38 2 2 0 1 3 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 48
合計 192 69 23 1 47 26 1 8 2 0 1 13 5 1 3 33 392


















（１） 4 4 2 0 1 7 0 2 0 0 0 0 1 1 1 5 23
（２） 19 4 1 0 2 3 0 2 0 0 0 0 2 0 0 4 33
（３） 17 1 1 0 0 0 1 2 0 0 0 0 3 1 0 6 26
（４） 5 8 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 1 1 0 5 18
（５） 12 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 18
合計 57 18 5 0 4 11 1 9 0 0 0 0 8 4 1 22 118





































































































 ・教育学部掲示板で       90 
 ・教育学以外の掲示板で     ４ 
 ・教職相談室の情報で      152 
 ・センターホームページで       ６ 
 ・岡大教職ナビで        64 









































































































































Title： Development of “A Training Course to Cultivate the Abilities Required for Teachers (5)
  a Program to Bring on Teachers with a High Degree of Specialization and Practical Leadership
Subtitle： To Cultivate the Practical Leadership Required for Teachers
Mikio BUTO*1,   Kiyoshi OGAWA *1,  Seitaro KOBAYASHI *1
(Abstracts)  On this extracurricular course, “A training course to cultivate the abilities required for 
teachers”, we focused on seven themes this school year. The latest is the 30th of all that we have organized 
since 2009.
Even those who had passed the teaching staff examination heighten their fears to be a teacher by the 
news about class disruption, bullying at school, truancy, and the other problems worrying teachers. They 
have consciousness of their lack of experience and their leadership. We hope that this course will turn out 
competent new teachers and that they will meet the needs of the present severe conditions. The course has 
been aimed at giving those students more practical information and advice considering various conditions, 
and developing their practical leadership skills and letting them have a lot of self-conﬁdence. This report is 
the detail on the basis of the students’ feedback about the theme in the 1st to the 6th this school year.
 
Keywords: teacher competence ,  practical leadership skills ,  educational issues ,
 a schoolteacher actively engaged in teaching ,  student discussion












































Provision of Guidance to Students Wishing to Become Teachers (6)
 – Status of How the Teaching Profession Consultation Office is Being Used – 
Kiyoshi OGAWA ,   Mikio BUTO,   Seitaro KOBAYASHI
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 4号 別冊
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education







































が 11 月である。そのため，前年の 12 月から次年の
11 月までの集計表では，同じ学生が利用し始めてか
ら利用し終わるまでを通しての年間利用延べ人数を
比較することができる。平成 24 年 12 月から平成 25
年 11 月までの年間利用延べ人数は 4,362 人であり，





















成 24 年 12 月から平成 25 年 11 月までの学生別利用
者数である。教職相談室の利用者の多くは教育学部生
であるが，平成 24 年 12 月から平成 25 年 11 月まで
の年間利用者 4,362 人の内，他学部生が 348 人であっ
た。他学部生の割合は８．０％である。平成 24 年度
の年間利用者数は 3,896 人で，その内他学部生が 406
人であり，他学部生の割合は 10.4％であった。平成





は平成 24 年 12 月から平成 25 年 11 月までの教職相
談室利用内訳である。平成 24 年 12 月から平成 25 年
11 月までの集計を平成 24 年度の集計と比較してみる
と，大きく増加しているのが「集団討論」と「模擬授業」
である。「集団討論」は，697 人から 996 人と 299 人
（約 43％）増加している。「模擬授業」は，161 人か




られる。その一方で，「小論文」は 1492 人から 1266










































































































４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 １０月 １１月 １２月 １ 月 ２ 月 ３ 月 合計
104 184 168 195 267 29 81 46 33 17 31 23 1178
(47) (21) (13) (18) (2) (3) (9) (6) (12) (5) (8) (2) (146)
134 213 193 205 174 24 87 37 25 37 42 49 1220
(78) (23) (19) (13) (2) (0) (6) (9) (8) (7) (8) (11) (184)
196 230 222 222 278 21 61 30 23 31 27 36 1377
(61) (12) (24) (19) (6) (2) (2) (10) (13) (22) (2) (9) (182)
209 539 387 539 430 37 148 88 104 90 86 113 2770
(96) (137) (17) (21) (7) (3) (19) (12) (43) (28) (13) (12) (408)
305 479 496 623 421 66 176 106 99 154 152 126 3203
(149) (94) (30) (25) (13) (4) (22) (26) (26) (33) (17) (9) (448)
731 710 556 711 501 87 261 155 230 293 217 141 4593
(238) (52) (18) (14) (15) (4) (12) (17) (47) (43) (14) (3) (477)
359 596 458 505 526 99 200 106 165 266 257 164 3701
(143) (85) (38) (24) (15) (4) (6) (21) (65) (39) (21) (9) (470)
772 650 495 654 414 59 195 98 148 127 140 144 3896
(241) (67) (24) (19) (21) (5) (22) (21) (45) (23) (12) (6) (506)
654 743 461 802 772 89 194 88 3803












































１２月 １ 月 ２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 １０月 １１月 合計
33 17 31 23 134 213 193 205 174 24 87 37 1171
(12) (5) (8) (2) (78) (23) (19) (13) (2) (0) (6) (9) (177)
25 37 42 49 196 230 222 222 278 21 61 30 1413
(8) (7) (8) (11) (61) (12) (24) (19) (6) (2) (2) (10) (170)
23 31 27 36 209 539 387 539 430 37 148 88 2494
(13) (22) (2) (9) (96) (137) (17) (21) (7) (3) (19) (12) (358)
104 90 86 113 305 479 496 623 421 66 176 106 3065
(43) (28) (13) (12) (149) (94) (30) (25) (13) (4) (22) (26) (459)
99 154 152 126 731 710 556 711 501 87 261 155 4243
(26) (33) (17) (9) (238) (52) (18) (14) (15) (4) (12) (17) (455)
230 293 217 141 359 596 458 505 526 99 200 106 3730
(47) (43) (14) (3) (143) (85) (38) (24) (15) (4) (6) (21) (443)
165 266 257 164 772 650 495 654 414 59 195 98 4189
(65) (39) (21) (9) (241) (67) (24) (19) (21) (5) (22) (21) (554)
148 127 140 144 654 743 461 802 772 89 194 88 4362
(45) (23) (12) (6) (231) (59) (12) (12) (20) (6) (22) (16) (464)
    H22.12
～ H23.11
    H23.12
～ H24.11
    H24.12
～ H25.11
    H17.12
～ H18.11
    H18.12
～ H19.11
    H19.12
～ H20.11
    H20.12
～ H21.11


















4　月 612 39 0 2 653 39 13 52 12 3 0 0 0 0 16 0 1 13 0 0 0 5 12 0 5 0 0 52 67 772
5　月 482 2 0 2 486 32 10 42 47 2 1 2 0 3 14 0 0 17 2 0 0 5 25 0 7 0 0 70 122 650
6　月 360 1 1 1 363 16 4 20 59 0 6 0 0 6 14 0 0 11 1 0 1 3 12 0 5 0 0 47 112 495
7　月 477 5 0 0 482 25 0 25 78 1 0 2 0 2 23 0 0 4 0 1 0 3 30 1 4 0 0 66 147 654
8　月 301 5 0 0 306 23 0 23 22 2 5 1 1 7 11 1 0 7 0 0 0 2 28 0 3 1 1 54 85 414
9　月 42 9 0 0 51 1 1 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3 6 59
10　月 133 21 0 1 155 4 1 5 6 0 2 0 0 2 12 0 0 4 1 0 1 1 7 0 1 0 0 27 35 195
11　月 46 30 0 0 76 0 1 1 0 0 1 0 0 1 9 0 0 4 0 0 0 0 6 1 0 0 0 20 21 98
12　月 32 96 0 0 128 0 2 2 4 0 0 0 0 0 4 0 2 3 0 0 0 1 4 0 0 0 0 14 18 148
1　月 18 88 1 0 107 0 4 4 4 0 0 0 0 0 3 0 0 1 0 1 0 1 3 2 1 0 0 12 16 127
2　月 11 105 0 0 116 0 3 3 1 0 1 0 0 1 7 0 0 5 0 0 0 3 0 4 0 0 0 19 21 140
3　月 8 111 0 0 119 0 3 3 0 0 0 0 0 0 4 1 0 10 0 0 0 1 2 4 0 0 0 22 22 144
合　計 2522 512 2 6 3042 140 42 182 236 8 16 5 1 22 117 2 3 81 4 2 2 25 130 12 26 1 1 406 672 3896
2013年3月31日現在











4　年 3　年 2　年 1　年 計
その他
卒業生
2　年 1　年 計 別　科 特　専
                            
─ 110 ─
小川　潔・武藤　幹夫・小林　清太郎






































12　月 128 2 4 0 0 0 0 4 0 2 3 0 0 0 0 9 1 4 0 0 5 0 14 18 148
1　月 107 4 4 0 0 0 0 3 0 0 1 0 1 0 0 5 1 3 2 1 7 0 12 16 127
2　月 116 3 1 0 1 0 1 7 0 0 5 0 0 0 0 12 3 0 4 0 7 0 19 21 140
3　月 119 3 0 0 0 0 0 4 1 0 10 0 0 0 0 15 1 2 4 0 7 0 22 22 144
4　月 565 34 17 0 4 0 4 7 0 0 11 0 0 2 0 20 0 10 4 0 14 0 34 55 654
5　月 616 47 25 0 5 0 5 17 0 4 15 0 0 2 1 39 0 6 3 0 9 2 50 80 743
6　月 385 28 7 0 9 0 9 8 0 0 8 0 0 1 0 17 0 11 4 0 15 0 32 48 461
7　月 650 34 36 0 8 0 8 33 0 0 18 1 2 3 0 57 1 10 6 0 17 0 74 118 802
8　月 643 64 2 0 15 1 16 13 0 0 13 1 0 0 0 27 2 10 2 0 14 6 47 65 772
9　月 75 3 0 0 0 0 0 2 0 0 4 0 3 0 0 9 2 0 0 0 2 0 11 11 89
10　月 160 8 2 0 1 0 1 3 0 0 13 0 4 0 0 20 2 0 1 0 3 0 23 26 194
11　月 72 0 5 0 1 0 1 1 0 0 6 2 0 0 0 9 0 0 1 0 1 0 10 16 88
























４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計
集団討論 16 180 144 211 73 0 26 26 1 19 0 1 697
個人・集団面接 198 57 155 237 98 13 17 14 17 7 3 1 817
模擬授業 2 0 1 50 97 1 9 0 0 0 0 1 161
作文添削 443 312 146 115 108 18 17 13 45 69 104 102 1492
DVD視聴 60 21 17 3 0 0 0 4 10 0 15 25 155
情報・資料提供等 40 63 27 33 21 15 17 14 53 23 13 5 324
759 633 490 649 397 47 86 71 126 118 135 135 3646
4 8 1 2 10 1 11 4 3 2 1 3 50
8 9 2 3 7 11 97 19 19 7 4 6 192
1 0 2 0 0 0 1 4 0 0 0 0 8








１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 計
１．教師としての自覚や  A. 小論文 45 69 104 102 327 270 107 91 118 5 16 12 1266
    使命感に関すること
 B. DVD視聴 10 0 15 25 93 43 6 6 0 0 0 7 205
 C. 個人・集団面接 17 7 3 1 173 90 158 298 138 13 44 33 975
２．教員採用試験に  D. 集団討論 1 19 0 1 1 233 171 285 235 21 29 0 996
　　関すること
 E. 模擬授業 0 0 0 1 1 0 0 90 235 17 1 0 345
 F. 情報・資料提供等 53 23 13 5 45 77 15 29 28 8 21 17 334
126 118 135 135 640 713 457 799 754 64 111 69 4121
3 2 1 3 1 16 2 3 4 4 5 5 49
19 7 4 6 12 14 1 0 14 21 76 14 188
0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 0 4









































うになった。その結果，平成 23 年 12 月から平成 24

































  アについての相談 
  についての相談 
  ＶＤ視聴 
  験に向けての個別的・具体的な指
導 
    
    
    
    












































































12 月１日から次年の 11 月 30 日までの 12 か月間と
してきたが，今回は平成 24 年４月１日から平成 25














































































 0回 1～5回 6～10回 11～15回 16～20回 21～25回 26～30回 31～35回 36～40回 41～45回 46～50回 51～55回 56～60回 61～65回 66～70回 71～72回
19.68 13 26 12 15 13 19 16 14 7 4 4 2 1 2 148
% 8.8 17.5 8.1 10.2 8.8 12.9 10.9 9.4 4.7 2.7 2.7 1.3 0.7 1.3 100
11.18 14 18 12 11 5 4 3 2 1 2 1 73
% 19.2 24.7 16.5 15.2 6.8 5.5 4.1 2.7 1.3 2.7 1.3 100
2.98 45 44 10 5 2 1 107
% 42.1 41.1 9.4 4.7 1.8 0.9 100
12.32 72 88 34 31 20 24 19 16 8 6 5 2 1 2 328
























































 0回 1～5回 6～10回 11～15回 16～20回 21～25回 26～30回 31～35回 36～40回 41～45回 46～50回 51～55回 56～60回 61～65回 66～70回 71～72回
19.68 13 26 12 15 13 19 16 14 7 4 4 2 1 2 148
% 8.8 17.5 8.1 10.2 8.8 12.9 10.9 9.4 4.7 2.7 2.7 1.3 0.7 1.3 100
11.18 14 18 12 11 5 4 3 2 1 2 1 73
% 19.2 24.7 16.5 15.2 6.8 5.5 4.1 2.7 1.3 2.7 1.3 100
2.98 45 44 10 5 2 1 107
% 42.1 41.1 9.4 4.7 1.8 0.9 100
12.32 72 88 34 31 20 24 19 16 8 6 5 2 1 2 328












合格群は 19.68 回，１次合格群は 11.18 回，不合格








では約 3.8 倍，２次合格群と不合格群では約 6.6 倍の
差があった。
　利用回数ごとの人数をみると，不合格群では 0 回
が最も多く全体の 42.1％であり，0 回と 1 ～ 5 回の
利用者が全体の 83.2％であった。１次合格群では 1






16 回以上の利用者が 82 人 (55.4％ ) であるのに対し
て，１次合格群では 18 人 (24.4％ )，不合格群では 3







を示したものが表８である。平成 24 年４月から 11
月の間に教職相談室を利用し始めた 53 人の内 36 人
(67.9％ ) が２次合格し，10 人 (18.9％ ) が１次合格，
７人 (13.2％ ) が不合格となっている。平成 24 年の
12 月に教職相談室を利用し始めた 34 人の内 28 人







　平成 24 年 12 月に利用し始めた学生の２次合格者











































合格群は 19.68 回，１次合格群は 11.18 回，不合格群
は 2.98 回，全体の平均は 12.32 回であった。昨年度
の集計結果と比較すると，２次合格群は 3.74 回，１






群では約 3.8 倍，２次合格群と不合格群では約 6.6 倍
の差があった。 
 利用回数ごとの人数をみると，不合格群では 0
回が最も多く全体の 42.1％であり，0回と 1～5 回の
利用者が全体の 83.2％であった。１次合格群では 1




























































































































































人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
36 67.9 10 18.9 7 13.2 53
12 28 82.4 5 14.7 1 2.9 34 100
1 12 66.7 5 27.8 1 5.5 18 100
2 5 50.0 3 30.0 2 20.0 10 100
3 2 40.0 3 60.0 0.0 5 100
4 34 39.5 20 23.3 32 37.2 86 100
5 7 43.7 4 25.0 5 31.3 16 100
6 2 40.0 1 20.0 2 40.0 5 100
7 1 16.7 0.0 5 83.3 6 100
8 5 83.3 1 16.7 0.0 6 100
9 0.0 3 100.0 0.0 3 100
10 0.0 1 100.0 0.0 1 100
11 0.0 0.0 0.0 100
合計 132 54.4 56 23.0 55 22.6 243 100
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表９「教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否結果
利用回数 ２次合格者数 １次合格者数 不合格者数 合 計
０ １３ １４ ４５ ７２
１ ３ ３ １１ １７
２ ４ ４ １２ ２０
３ ８ ２ ８ １８
４ ７ ２ ４ １３
５ ４ ７ ９ ２０
６ ２ ３ ４ ９
７ ３ ３ ６
８ １ ７ ２ １０
９ ２ １ １ ４
１０ ４ １ ５
１１ ３ １ １ ５
１２ １ ２ ２ ５
１３ ５ １ １ ７
１４ ２ ２ １ ５
１５ ４ ５ ９
１６ ２ １ ３
１７ ２ ２
１８ ２ ２ ４
１９ ６ ２ ８
２０ ３ ３
２１ ４ １ ５
２２ ３ １ ４
２３ ６ ２ ８
２４ ４ ４
２５ ２ １ ３




３０ ３ １ ４




３５ ３ １ ４
３６ ２ ２
３７





４３ １ １ ２
４４ ２ ２
４５ １ １ ２
４６ １ １
４７ １ １

























合計人数 １４８ ７３ １０７ ３２８
平均回数 １９．６８ １１．１８ ２．９８ １２．３２




Title：Provision of Guidance to Students Wishing to Become Teachers (6)
Subtitle：Status of How the Teaching Profession Consultation Ofﬁce is Being Used
Kiyoshi OGAWA *1,   Mikio BUTO*1,   Seitaro KOBAYASHI *1
(Abstracts)  The Teaching Profession Consultation Ofﬁce helps the students, who wish to become teachers, 
mainly in their studying for teaching staff examination. There were some changes in the number of teaching 
staff, one at ﬁrst two in 2008, and three this school year. The Ofﬁce was open additional three days in the 
summer holidays, which increased the number of the students who visited the ofﬁce in a year. There was 
a great difference in the frequency of the visit between the students who had passed the teaching staff 
examination and those who had not. The average frequency of the students who has passed the exam is 
19.68. On the other hand, that of those who has passed only the ﬁrst stage exam is 11.18 and that of those 
who has not passed is 2.98. It is also obvious that the earlier they started to visit the ofﬁce continually, the 
higher possibility there was that they could succeed.
Keywords:   Teaching Profession Consultation Ofﬁce , increasing staff, open ofﬁce in summer holidays,
visit frequency, visit start month
*1   Center for Teacher Education and Development, Okayama University
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全学日本語コースレベル設定と ACTFL-OPI
森岡 明美　坂野 永理　内丸 裕佳子
Reevaluating the Seven Levels of the Japanese Language Classes Based on the ACTFL-OPI
Akemi MORIOKA,　Eri BANNO,　Yukako UCHIMARU
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 4号 別冊
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森岡 明美※１　坂野 永理※１　内丸 裕佳子※１
　岡山大学言語教育センターの全学日本語コースでは，初級から上級まで７レベルのクラスを提供している
が，このレベル設定の妥当性を検討するには外部基準に照らすことが適当と考え，そのひとつとして，ACTFL 
(American Council for Teaching of Foreign Languages) の OPI (Oral Proﬁciency Interview) を 行 っ た。
ACTFL-OPI は様々な言語の「話す能力」測定法として確立され活用されているインタビュー方式の試験であり，
ACTFL に認定されたテスターによってなされる。本稿では，全学日本語コース履修生を対象に行った ACTFL-












































　ACTFL は，The American Council on the 












　ACTFL-OPI の OPI は，Oral Proﬁciency Interview 
( 口頭能力インタビュー ) の略称で，ACTFL が開発
した外国語の口頭運用能力を測定するための対面式
インタビュー試験である。訓練された専門テスター





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は， (1) 機能／総合的なタスク遂行能力，(2) 社会









































































































































































































































































  2012 年 2 月 6 日　５名
  2012 年 2 月 7 日　８名
  2012 年 2 月 8 日　５名
  2012 年 2 月 9 日　５名
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第１回目（2012 年 2 月 6 日～9 日）23 名 




  中級入門 ９名 
 中国１名，アメリカ４名，フランス３名， 
 ドイツ１名 
  中級１ ４名 
 中国３名，アメリカ１名 
第２回目（2012 年 7 月 23 日～26 日）26 名 
  中級１ 12 名 
 中国３名，アメリカ４名，ベトナム１名， 
フランス３名，ドイツ１名 
  中級２ 10 名 
 中国４名，アメリカ３名，フランス２名， 
 韓国１名 


















  第１回目の調査日と人数 
  2012 年 2 月 6 日 ５名 
  201 年 2 月 7 日 ８名 
  2012 年 2 月 8 日 ５名 
  2012 年 2 月 9 日 ５名 
  第２回目の調査日と人数 
  2012 年 7 月 23 日 ４名 




  2012 年 7 月 23 日　４名
  2012 年 7 月 24 日　６名
  2012 年 7 月 25 日　８名
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  2012 年 7 月 25 日 ８名 














  中級   上級 
下 中 上 下 中 
初級２（10名） 4 6    
中級入門（9名） 2 3 3 1  
中級１（16名）  11 4 1  
中級２（10名）  5 5   




























 中級－下 → 中級－中 ２名 
 （中級入門から中級１へ進級２名） 
 中級－中 → 中級－上 ２名 
 （中級１から中級２へ進級２名） 
【OPIの判定結果に変化なし】７名 
 中級－中 → 中級－中 ３名 
（中級入門から中級１へ進級２名，中級１か
ら中級２へ進級１名） 
 中級－上 → 中級－上 ３名 
（中級入門から中級１へ進級２名，中級入門
から中級２へ進級１名） 
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  2012 年 7 月 25 日 ８名 














  中級   上級 
下 中 上 下 中 
初級２（10名  4 6    
中級入門 9  2 3 3 1  
中級１（16名）  11 4 1  
中級２（10名）  5 5   




























 中級－下 → 中級－中 ２名 
 （ 入門から １へ進級２名） 
 中級－中 → 中級－上 ２名 
 （ １から中級２へ進級 ） 
【OPIの判定結果に変化なし】７名 
 中級－中 → 中級－中 ３名 
（中級入門から １へ進級２名，中級１か
ら ２へ進級１名） 
 中級－上 → 中級－上 ３名 
（中級入門から中級１へ進級２名，中級入門
から中級２へ進級１名） 




































































































ACTFL (2012a). ACTFL Proﬁciency Guidelines 2012, 
http://www.actﬂ.org/publications/guidelines-
and-manuals/actﬂ-proﬁciency-guidelines-2012 
(2013 年 12 月 26 日閲覧 )
ACTFL (2012b). Oral Proﬁciency Interview 
Familiarization Manual 2012, 
http://www.languagetesting.com/wp-content/
uploads/2012/07/OPI.FamiliarizationManual.
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表５ 全学日本語コースとOPIとの対応  
科目名  旧科目名  OPIレベル 
日本語２ 初級２ 中級—下 
日本語３ 中級入門 中級—下~中 
日本語４ 中級１ 中級—中 
日本語５ 中級２ 中級—中~上 























ACTFL (2012a). ACTFL Proficiency ui s 2012, 
http:// w.actfl.org/p tions/guidelines-and-ma
nuals/actfl-proficiency-guidelines-2012 (2013 年 12
月 26 日閲覧) 
ACTFL (2012b). Oral Pr fi i cy Interview 
Familiarization a al 2012, 
http:// w.languagetesting.com/wp-content/upload
s/2012/07/OPI.FamiliarizationManual.pdf (2013 年










Reevaluating the Seven Levels of the Japanese Language Classes Based on the ACTFL-OPI
Akemi MORIOKA*1　Eri BANNO*1　Yukako UCHIMARU *1
Abstract
The Japanese Language Course at Okayama University offers 7 levels of classes from Beginner to Advanced. In 
order to conﬁrm the appropriateness of these 7 levels, they were compared to the levels of the ACTFL-OPI (Oral 
Proficiency Interview of the American Council for the Teaching of Foreign Languages). The ACTFL-OPI is a 
speaking test, which entails an interview by a certiﬁed tester. This is a report of the procedure and results of the 
OPI, which was conducted on the students who were enrolled in our Japanese Language Program. 
Keywords: ACTFL, OPI, achievement goals
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前述した 1 点目～ 7 点目の工夫が，実際に学ぶ学
生にとって効果のある科目であるかどうかを検証す



























































5 つ目のまとまりとして，第 8 回（第 15 講）の「まとめ」
では，教職実践ポートフォリオを用いての学びの振り
かえりと自己課題の確認でまとめる形をとった。
















前述し 1 7 工夫が，実際に学ぶ学
うかを検証す


























なる 5 つのまとまりに構成した。	 














3 つ目のまとまりとして，第 4・5 回（第 7-10 講）























































に参加した学生の内訳は 4 年生 21 名，大学院生 1 名，
3 年生 7 名である。また試行に参加する教科教員につ









価を求めた。具体的には，第 1 回～第 8 回の自らの


































は 4 年生 21 名，大学院生 1 名，3 年生 7 名である。
また試行に参加する教科教員については，第 2回（第









評価を求めた。具体的には，第 1 回～第 8 回の自ら
の学びの程度を確認できるようにA3用紙1枚にまと
回 2 3 4 5 6 7 8
実施月日 10月2日 10月23日 11月6日 11月13日 12月4日 12月11日 12月18日
授業内容 学習指導力 学習指導力 模擬授業 模擬授業 現代的課題 現代的課題 まとめ




















































































Table2 からわかるように，第 7 回の「現代的教育
課題に係る省察」以降，参加人数が大きく減った。特
に 3 年生は第 5 回の「模擬授業演習」から第 6 回「現



















































Table2 からわかるように，第 7 回の「現代的教育
課題に係る省察」以降，参加人数が大きく減った。
特に 3 年生は第 5 回の「模擬授業演習」から第 6 回

























































































































































































































































































平成 25 年 4 月の教職課程運営委員会で各学部選出
の教科教員が明らかになったが，教科教員 33 名と教











































































































































































自らの学びを確認する目的で作成した A3 用紙 1 枚に
まとめたワークシートをさらに改良した「自己評価































































さらに改良した「自己評価シートⅠ」（第 1 回～第 7








国･社･商 文･法･経 本館202/203 22 C(文) 江木英二
理(中学校) 理･工･MP 講義棟5205 16 D(理) 樫田健志
理(高･化学) 理･工･環･農 講義棟5207 21 E(工) 三島知剛
英 文 本館202/203 14 F(文) 曽田佳代子
理(高･物理 ,
生物)･農業 理･工･農
講義棟5205 18 G(工) 江木英二
数学･情報 理･環 講義棟5207 24 H(理) 高旗浩志
国･社･商 文･法･経 本館202/203 22 I(文) 高旗浩志
理(中学校) 理･工･MP 講義棟5205 16 J(理) 樫田健志
理(高･化学) 理･工･環･農 講義棟5207 21 K(工) 三島知剛
英 文 本館202/203 14 L(文) 曽田佳代子
理(高･物理 ,
生物)･農業 理･工･農
講義棟5205 18 M(工) 樫田健志
数学･情報 理･環 講義棟5207 24 N(理) 三島知剛
国･社･商 本館202/203 59 O(文) 曽田佳代子
理(中)･理
(高･化学)
講義棟5205 (文22, P(理) 樫田健志
講義棟5207 理37) Q(工) 三島知剛
英･理(高･物
理 ,生物) 文･理･工
本館202/203 56 R(文) 高旗浩志
農業･数学･
情報
環･農 講義棟5205 (文14, S(理) 三島知剛
講義棟5207 理42) T(工) 樫田健志
国･社･商 本館202/203 59 U(文) 江木英二
理(中)･理
(高･化学)
講義棟5205 (文22, V(理) 樫田健志
講義棟5207 理37) W(環) 三島知剛
英･理(高･物
理 ,生物) 文･理･工
本館202/203 56 X(文) 曽田佳代子
農業･数学･
情報
環･農 講義棟5205 (文14, V(理) 高旗浩志


















































































































































































































識に着目して－	 平成 24 年度日本教育大学協会
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Daisuke GOTO*¹, Daisuke SATO*¹,　Fumio YAMANE*¹,　Masaru KAGA*¹*²
*¹　Center for Teacher Education and Development,Okayama University
*²　Graduate School of Education ,Okayama University
Keywords：all-University practical seminar for teacher profession,the guidebook for students in all-
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A B C 合計
32 35 34 101
94.1% 100.0% 100.0% 98.1%
15 28 19 62
44.1% 80.0% 55.9% 60.2%
10 8 15 33
29.4% 22.9% 44.1% 32.0%
3 0 0 3
8.8% 0.0% 0.0% 2.9%
1 0 0 1




























































３ ワ クシートの記述からの評価 





























































A B C 合計
32 35 34 101
94.1% 100.0% 100.0% 98.1%
15 28 19 62
44.1% 80.0% 55.9% 60.2%
10 8 15 33
29.4% 22.9% 44.1% 32.0%
3 0 0 3
8.8% 0.0% 0.0% 2.9%
1 0 0 1





























































































































































































































































１０月 目を大切にしよう ・視力検査 ・低視力者精検通知・姿勢指導強化 ・照明器具の点検・黒板の点検  ・机.椅子の調整 目の健康 目の健康 目の健康














































































































































Title：Activity of Health Education at Primary School Attached to the School Education, Okayama 
University
Hiroe HONDA *1,　 Kazuaki KITAHARA *1,　 Mihoko MITO *1 ,
Hiroko KAMIMURA *2 , Hokuma MUNAKATA *2, Kayoko MIYAMOTO *2 , Shinichiro MONDEN *2
Key Words：Yogo teacher, School Health Education, Practical Training for Student Yogo Teachers,
*1 Primary School Attached to the School Education, Okayama University 
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表 2．5 歳児健診発達問診項目[4] 
① スキップができますか              ⑦ 集団の中で遊べますか 
② ブランコにのってこげますか           ⑧ 家族に断って友達の家に行けますか 
③ 片足でケンケンができますか           ⑨ ジャンケンの勝ち負けがわかりますか 
④ お手本を見て四角が書けますか          ⑩ 自分の名前が読めますか 
⑤ ひとりで大便ができますか            ⑪ はっきりした発音で話ができますか 




























































答した者が 33 名であり，9 名がよくわからないと回
答した。 
学習障害と診断された子どもと接したことがある
者は 14 名，接したことがない者は 33 名であった。 
勤務経験年数は半年から 34 年に及んでおり，平均
経験年数は 11.1 年である。これらのうち経験年数が
3 年以下（経験短群）は 8 名，4 年～9 年（経験中群）





































図 1 は，調査対象 47 名の評定値に基づいて得られ
たデンドログラムを示したものである。類似度 15 か     






























した者が 33 名であり，9 名がよくわからないと回答
した。
　学習障害と診断された子どもと接したことがある
者は 14 名，接したことがない者は 33 名であった。
　勤務経験年数は半年から 34 年に及んでおり，平均
経験年数は 11.1 年である。これらのうち経験年数が
3 年以下（経験短群）は 8 名，4 年～ 9 年（経験中群）







































ら 20 の間の距離を基準にとると，28 項目は 4 つの
クラスターに分離された。クラスターⅠには 7 項目，
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ら 20 の間の距離を基準にとると，28 項目は 4 つの
クラスターに分離された。クラスターⅠには 7 項目，
クラスターⅡには 7項目，クラスターⅢには 3項目，


























































図 4. 学習障害児への接触の有無別にみた 
クラスター別平均得点 
― 5 ― 
ら 20 の間の距離を基準にとると，28 項目は 4 つの
クラスターに分離された。クラスターⅠには 7 項目，
クラスターⅡには 7項目，クラスターⅢには 3項目，




































































いてもみた。保育経験が 3 年以下の経験短群，4 年





























































大塚頌子 . 普通学級に在籍する小学校 2 年生児の
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4. 小枝達也・汐田まどか・赤星進二郎・竹下研三 . 学
習障害児の実態に関する研究（第 2 報）：3 歳児健
診における学習障害リスク児はどんな学童になっ
たか . 脳と発達 , 27, 461-465, 1995.
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を進めている。併せて平成 22 年度より採択の CST 事業に基づき，理数系教員養成事業部門を立ち上げた。教職
実践演習が本格実施となった平成 25 年度以降の全学教職課程のあり方に再検討を加え，各課程認定学部の FD を
推進するとともに，上記外部資金③による初任者研修プログラムの研究開発に参画している。























第 4 条　紀要の発行は，原則として，年 1 回とする。
( 紀要編集委員会 )




























教育学系事務部 ( 以下「事務部」という。) に提
出する。









第 10 条　紀要に掲載された論文の著作権 ( 電子化・公
開化することを含む。) はセンターに帰属する。
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平成 22 年 11 月 1 日から適用する。
附則 
この要項は，平成 23 年 8 月 19 日から施行する。
附則 
この要項は，平成 25 年 9 月 17 日から施行する。
平成 22 年 11 月 29 日
学 長 裁 定
改正　平成 25 年 9 月 17 日
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